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 平成２８年５月２４日に「確定拠出年金法

等の一部を改正する法律」が、第 190 回通常

国会において、可決・成立しました。 

「個人型」については、公務員等の共済制

度加入者や第３号被保険者（専業主婦）が加

入できるようになり、大きな話題となってい

ます。これまでは、企業に勤務していたとき

に確定拠出年金（ＤＣ）に加入していた人が、

退社して専業主婦になった場合、新たに掛金

を拠出することはできず、資産の「運用指図」

を行うことしか認められていませんでした。

そのため、残高が少ない人は解約してしまう

ケースも見受けられたので、一歩前進した改

正だと言えます。 

「企業型」についても、平成２４年に「従

業員拠出（マッチング拠出）」が認められたこ

とに続く、大きな改正となりました。特に、「企

業年金の普及拡大」のための改正点は３つで、

①「簡易型ＤＣ制度」の創設、②「個人型Ｄ

Ｃへの小規模事業主掛金納付制度」の創設、

③掛金単位の年単位化、となります（概要は

下表を参照）。 

また、今回の改正に伴い制度の整備も行わ

れており、事業主は次の点に留意する必要が 

 

あります。 

第１は、「運営管理機関の委託に係る事業主

の努力義務」です。 

運営管理機関の競争を促し、加入者の利益

を確保するため、委託する運営管理機関を５

年ごとに評価し、検討を加えたうえで、必要

に応じてこれを変更すること等が、努力義務

となりました。 

 加入者の利益に関わりなく、事業主が自ら

の取引関係上の理由から運営管理機関を選び、

運営管理機関が系列の運用会社の商品を選ぶ

といった例が少なくない、との指摘がありま

す。そのため（加入者が支払う）信託報酬が

高い商品ばかりになっていないか等、事業主

は注意を払うよう求められています。 

 第２は、元本確保型商品が、「提供義務」か

ら「労使の合意に基づく提供」に変更された

ことで、元本確保型商品は必須ではなくなり

ました。 

加入者が商品選択を行わない場合、あらか

じめ定められた運用商品を指定することにな

りますが、これまでは元本確保型商品を指定

運用商品とする企業が大半でした。しかし、

元本確保型商品が必須でなくなることで、分 

18 時限目：「改正確定拠出年金法が成立」 
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散投資効果が期待できる商品設定を促す措置

が講じられることになります。 

元本確保型商品が運用資産の約６０％を占

める現状にメスを入れようとしているわけで

すが、一方で「元本を下回ってしまう」可能

性が出てきますので、変更する場合には労使

で十分に議論し、理解を深めることが重要で

す。 

 また、中小企業にとって、投資教育は負担

感があるとの現実に配慮し、知見のある企業 

 

＜企業年金の普及拡大に向けた主な改正点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金連合会への委託により実施することも可 

能になっています。 

以上が、今回の主な改正点となります。こ

うした改正により、中小企業へのＤＣの普及

に、より一層の拍車が掛かることが期待され

ます。 

 

◇企業年金相談センター（ＮＰＯ法人企業・

団体支援日本ＦＰ協議会） 田中 均 

 

 

 

 

 

 

 


